
  

 

 

 

 

 

 

横浜市税制研究会「緑の保全・創造に向けた課税自主権 

の活用に関する最終報告」について 

 

 

 横浜市税制研究会では、昨年８月の設置以来、横浜市中期計画（平成 18 年策定）

に掲げられた横浜みどりアップ計画の財源確保策を始め、緑の保全・創造に向けた課

税自主権の活用について検討してきました。 

この度、環境創造局による７月 24 日の横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）（素

案）公表を受け、８月４日に第８回税制研究会を開催して議論が行われました。その

後、委員間で内容を調整のうえ、本日、本市に最終報告書が提出されましたのでご報

告します。 

今後、税制研究会の最終報告の内容を踏まえ、広く市民の意見を伺いながら、市と

しての対応を検討のうえ、市会での議論に付してまいります。 

 

 

 

 

 

○ 横浜市税制研究会の最終報告の主な内容 

 別紙１のとおり 

 

 

○ 緑の保全・創造に向けた課税自主権の活用に関する最終報告（平成20年８月横浜市税制研究会） 

  別紙２のとおり 

 

 

平 成 2 0 年 ８ 月 ８ 日

都市経営・行政運営調整委員会
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横浜市税制研究会最終報告の主な内容 

 
１ 課税自主権活用の前提として求められる「施策」「行財政改革等の取組」の検証 

・ 緑の多くが民有地に依存している中、相続時の対応や日常の維持管理費負担等、

土地所有者の負担と努力だけでは緑を保全することができない状況。  

・ 緑地保全指定等を拡大して土地所有者の維持管理費を支援するとともに、相続      

等やむを得ない際に緑地の公有地化によって緑を保全し、あわせて市民利用の促

進や市街地の緑化を進めるという施策構成は、全体として合理性が認められる。 

・ 過去の施策との関係性や今回の施策の実施によって５年後にどのような効果が

得られるのか等について、なお不明確な部分がある。今後、市民に対してわかり

やすく説明できるよう工夫を重ね、市民参画による施策への提言や検証を通じて

明確化されることが重要。 

・ 財政状況が非常に厳しいなか、市債の発行抑制や外郭団体を含めた全ての借入

金の削減、職員定数の削減（政令市で人口あたり最小）、給与制度の改革など、全

国に先駆けて積極的に行財政改革等に取り組んでいることは事実。 

・ 以上から、課税自主権活用の前提となる施策の重要性や行財政改革等の取組は

理解できる。さらに、市民の理解と納得に向けて、これからも施策の精査、行財

政改革等に取り組んでいくよう期待。 

 

２ 課税自主権活用に関する基本的考え方 

・ 緑の保全・創造に向けた課税自主権の活用方策として、「新税の創設」と「税

負担の軽減による誘導策」をセットで実施していくことが適当。 

 ・ あわせて、新税の使い方や効果等に関して継続的にフォローアップしていく市

民参画の仕組みを導入すべき。 

 

３ 新税の創設 

緑の保全・創造に向けた新税として、市民税（個人・法人）均等割への超過課税

によって、多くの市民の方々に広く薄く負担を求めていくことが適当。 

（趣旨） 

・ 横浜は、首都圏としての立地環境等から、強力な開発圧力にさらされており、

緑は年々大きく減少。 

・ このような横浜において、緑を保全・創造していくためには大きなコストを要

し、他都市の行政需要や標準的税負担による行政需要を超える水準のコストと考

えられる。 

・ 緑の保全・創造による受益は、市民である個人・法人に広く及んでいくことか

ら、課税手法としては市民税（個人・法人）均等割の超過課税がふさわしい。 
   

別紙１ 
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４ 市民税（個人・法人）均等割超過課税案の詳細 

（新税の使途） 

・ 広く市民が緑の維持保全を支えていくという観点から、保全により直接的な効

果がある公有地化や、保全措置が講じられた樹林地等の維持管理支援に、超過課

税による税収を充てていくことが考えられる。 

 ・ 市民が身近に緑を実感することができるような緑化の推進や、間伐等による森

の再生、人のにぎわう森づくりなど緑の質の向上につながる取組、森づくりボラ

ンティアなど広く市民参画につながるような取組に充てていくことも、超過課税

の趣旨にかなう。 

（税率設定の考え方） 

 ・ 新たに必要となる一般財源（約 38 億円）をもとに、仮に全てを市民税均等割超

過課税によってまかなう場合、市民負担額は中間整理段階で示したものと同程度

（※中間整理における税率試算→個人：1,300 円／年間、法人：規模に応じた均

等割額の 13％(6,500～390,000 円／年間)）。 

 ・ 今後、具体的な税率の設定について、横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）

の事業内容、事業費を更に精査し、新税以外の方法による財源確保努力など更な

る内部努力を行ったうえで、適切な水準の税率を導き出すべき。 

（課税期間の設定） 

 ・ 定期的に事業効果の検証を行っていくうえで、５年間という期間設定が合理的。 

 

５ 税負担の軽減による誘導策 

 ・ 税負担の軽減は、原則として、補助金を含めその他の有効な手法について幅広

く検討を行ったうえで、限定的に実施すべき。 

・ 固定資産税・都市計画税の減免を行っている「市民の森」や「緑地保存地区」

の制度等について、広く周知を進め、指定拡大につなげていくことが必要。 

・ また、新たに、身近な緑化の更なる促進等に向け、固定資産税・都市計画税の

軽減措置を導入していくことが考えられる。 

 

６ 市民参画の仕組みづくり 

・ 課税自主権の活用にあたっては、市民の理解と納得が欠かせない。市民参画の

仕組みについても、あわせて議論を行っていくことが重要。 

・ 使途を明確化するために新たな税収の受け皿として基金を設置するとともに、

事業効果の検証や施策への提言を行っていく市民参加の組織を設けていくべき。 



別紙２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

緑の保全・創造に向けた課税 

自主権の活用に関する最終報告 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成  2 0  年  8  月 

横 浜 市 税 制 研 究 会 
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はじめに 

 

横浜市税制研究会では、昨年８月以降、横浜市の緑の保全・創造に向けた課税自主権の活用をテ

ーマに８回にわたり検討を行ってきた。また、研究会での審議と並行して、議論が机上の空論とな

らないよう、緑の現状を把握すべく現地の視察も行った。 

研究会では、緑が大きく減少してきた背景は何か、これからどうやって緑を保全・創造していく

のか等について、市の担当部署から説明を受けながら、税としてどのような貢献が可能か、課税自

主権の活用方策について、新たな市民負担となる新税の創設をも視野に入れた検討を行ってきた。 

そうした中で、昨年12月には、緑の保全・創造に向けた課税自主権活用検討にあたっての考

え方、留意点を中間報告として整理し、また、本年６月には、市民とともに考えていくため

のシンポジウム等の取組も予定されていたことから、新たな市民負担を含めた検討の状況を参考に

していただけるよう、課税自主権の具体的活用に関する意見について中間的な整理を行った。 

このような中で、緑地・農地の減少や土地利用の混乱等への対応に関する「市街化調整区域あ

り方検討委員会」からの答申（「横浜市における今後の市街化調整区域のあり方について」

（H19.2））や、緑の保全・創造に向けた環境創造審議会からの提言（「緑施策の重点取組に

ついて」（H19.12））、農政施策検討会からの提言（「横浜における今後の農政施策について」

（H20.7））、また、市街化調整区域の農地・樹林地所有者に対するアンケート（H19.9）や、

１万人市民アンケート（H20.5）、市民向けのシンポジウム（H20.7）等、様々な取組を経て、今般、

市の緑の保全・創造に向けた横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）（素案）等がとりまとめら

れた。 

 詳細な施策案の提示という最も重要な要素が揃ったことを受け、今回、昨年12月の中間報告及

び本年６月の中間整理の内容を十分吟味するなど、再度、１年間の検討結果を整理し直し、

最終報告としてとりまとめたものである。 
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１ 課税自主権活用の前提として求められる事項 

 

  課税自主権を活用する際には、その前提条件として、（１）施策の重要性と（２）財政

状況の説明・行財政改革等に向けた取組が求められる。 

（１）施策の重要性 

ア 施策の明確化・効果検証と市民理解 

あらためて言うまでもなく、税は政策目的実現のための手段であり、税を構想す

る上で、どのような施策を行うかが重要である。 

特に、市民に対して新たな税負担を求める場合には、標準的な税負担によってま

かなう施策や事業以上に、なぜ新たな施策を行っていく必要があるのか、それによ

ってどのような効果がえられるのかといった点について詳細な説明を行う必要があ

る。 

今回は、緑の保全・創造に向けた課税自主権の活用について検討を行うものであ

るが、これまでも緑の保全・創造に向け様々な施策が実施されてきたにもかかわら

ず、緑は減り続けてきた。これまで行ってきた施策について十分検証し、そのうえ

に立って、本当に効果がある施策を重点的に行っていくことが重要であり、税はそ

れを側面からサポートする位置づけにある。 

緑の機能や役割、守っていく必要性は、一般的にはよく理解できるものであるが、

市民の納得をえるためには、達成目標の設定や、その効果の検証をしっかり行う必

要があり、単にイメージや情緒的な側面から「緑」を論じるだけでは、具体的な負

担について合意をえることはできない。市民に新たな負担を求めてまで、なぜ、新

たな施策を行っていく必要があるのかということについて、合理的あるいは科学的

な視点からの説明を重ねていくことが不可欠である。 

イ 緑の多面性に応じた対応 

横浜市の緑には、エリアや性格に多面性があり、緑の 10 大拠点等のまとまった樹

林地・農地の保全や、市街地の中の緑化の推進等、それぞれに応じた対処が必要で

ある。 

施策の策定にあたっては、エリアや性格に応じ、どのような施策で緑を保全し、

創造していくのか、対応を使い分ける必要がある。 

  ウ 規制的手法との関係 

緑の保全・創造に向けた施策として、規制や補助・支援など、多様な手法を検討

する必要がある。緑が存在し続けられるよう、土地所有者の維持管理努力への支援

も重要であるが、緑を保全する方策の一つとして、やはり、規制的手法も活用すべ

きでないかと考えられる。 

一つの政策手法で目的を達成できない場合に、それぞれの手法の長所をバランス

よく組み合わせていくなかで、税の担うべき役割や具体的活用方策を考えることが

重要である。 
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  エ 税負担軽減分の把握 

緑地保全指定に対応して、これまでも固定資産税・都市計画税の負担軽減が行わ

れてきている。税負担の軽減は相当額を事業費として支出しているのと実質的に同

じであり、新たな施策に伴い必要財源額を算定する際は、税負担の軽減による支出

相当分を考慮に入れる必要がある。 

（２）財政状況の説明・行財政改革等の取組 

課税自主権活用の一つとして、特に新たな市民負担を検討するにあたっては、横浜

市の財政状況と行財政改革等の取組に対する理解と納得が欠かせない。 

財政状況が一般的に厳しいことは理解できるが、既存事業の「選択と重点化」や実

施手法の効率化など徹底的な見直しによる財源捻出に加え、行財政改革、寄附の拡充

等による新たな財源確保といった内部努力について、市民の納得がえられるようわか

りやすく示していくことが必要である。加えて、新たな負担による財源と、既存財源

によってまかなう事業との差異等についても、十分納得のいく説明を行うことが必要

である。 
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２ 課税自主権活用の前提として求められる事項の検証 

 

そこで、まず、横浜市が新たに実施を計画している施策、横浜市の財政状況・行財政

改革等の取組が課税自主権活用の前提条件を満たしているか検証する。 

（１）施策の重要性の検証 

   緑の保全・創造に向け、横浜市が新たに実施を計画している施策は、参考資料１か

ら参考資料３までのとおりである。 

これまで、横浜市は、樹林地については「特別緑地保全地区」などの国の制度や、

「市民の森」、「緑地保存地区」など市独自の制度によって、また、農地については、

「農地法による土地利用規制」や「相続税納税猶予」などの国の制度や、「農業専用地

区」、「恵みの里」などの市独自の制度を活用し、市内の緑の保全に努めてきた。 

しかしながら、横浜は、首都圏という巨大都市圏の中でとりわけ好条件の立地環境

にあることから非常に強い開発圧力にさらされており、近年の開発の実施等に伴い、

緑の総量は減少を続けてきた。昭和 50 年（1975 年）には 45.4％あった緑被率が、平

成 16 年（2004 年）には 31.0％と 30 年間で約 14 ポイント減少し、現在も、毎年、日

産スタジアム 15.5 個分にあたる約 100ha の樹林地・農地が失われている。 

既存の緑の多くは、民有地に依存しており、これらの緑は土地所有者の負担と努力

によって維持されてきたものである。しかしながら、現在、相続が生じた際の相続税

や日常の維持管理費負担、高齢化・後継者不足など多くの課題があり、土地所有者の

努力だけでは守り続けることができない状況になっているのである。 

こうしたなか、緑を保全していくためには、まず、緑が開発されることとなったと

き、緑を少しでも多く残せるように、開発等に関する規制的手法を工夫して活用して

いくことが考えられる。 

この点について、横浜市では、これまで行ってきた市街化区域内の風致地区や市街

化調整区域の設定等に加え、今回、新たに市街化区域における特別緑地保全地区等の

指定拡大や緑化地域制度の導入、斜面緑地開発行為に関する景観計画の検討を行って

いる。また、市街化調整区域においても、同様に特別緑地保全地区等の指定拡大を目

指すとともに開発許可制度の運用の見直しなど土地利用制度を活用することによっ

て、緑の総量の維持を図ろうとしている。 

しかし、全ての緑を残すような規制をかけることは財産権との関係で無理があり、

また、そうした規制には、行政に買い取り義務が生じることとなろう。買い取りによ

って公有地化を進めることは最も効果的かつ恒久的な保全策ではあるが、民有地の緑

を全て買い取っていくにはばく大なコストを必要とし、また、土地所有者や多くの市

民の望むところでもない。 

そう考えると、まずは、土地所有者が自ら緑を守り続けることができように支援を

進めていくことが何より重要である。 

そこで、横浜市では、横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）によって、従来の

規模を大きく上回る緑地保全指定等を行い、土地所有者ができるだけ緑地を持ち続け
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られるように、維持管理費の負担軽減や市民協働による樹林地管理支援、生産緑地制

度の積極的活用、借地公園制度を活用した農園つき公園の整備等による農地保有の負

担軽減を計画している。そのうえで、相続等やむをえない事態の際に、特別緑地保全

地区等の指定を条件に緑地の公有地化を図ろうとしている。 

   この緑地の公有地化は、いわば、残された緑を最終的には市民共有の財産としてい

くものであり、今回示された横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）（素案）事業費

の約８割を占める新規・拡充施策の中心的事業である。さらに、公有地化は、それ自

体が最も効果的かつ恒久的な緑地保全策であるというだけでなく、土地所有者ができ

るだけ緑地を持ち続けられるように積極的に支援を行っていく裏付けとしても、非常

に重要な意味を持っている。逆に言えば、相続等の不測の事態に公有地化を行うとい

う裏付けがないまま支援を進めると、維持管理費の負担軽減や市民協働による樹林地

管理支援等を行ったにもかかわらず、最終的には開発されてしまったということにな

りかねない。充分な支援は、いざというときに公有地化を行うという施策があって初

めてできることでもある。 

   これらは緑の保全に向けた施策であるが、緑の多くが民有地に依存している以上、

全ての緑を残すことには無理があることから、横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）では、市街地の身近な緑化、いわゆる緑の創造についても、強力に推進し

ていこうとしている。 

   また、横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）（素案）では、これら緑の総量維持

という「量の成果」を直接目指す施策に加え、荒廃した樹林地を季節感があり美しい

樹林に再生する景観の森や生き物の観察ができる生き物の森等、里山を活かした利活

用の促進、完熟した果物を収穫体験できる農園の増設など、「質の成果」を高めるとと

もに、間接的に「量の成果」に貢献する施策も掲げられている。これらの施策が総合

的に実施されることで、広く緑の保全・創造という目的の達成に寄与していくことと

なると考えられる。 

こうして、今回提示された横浜市の施策構成を見ると、全体として十分合理性が認

められ、市民に新たな負担を提案していく施策としての前提条件を満たしていると考

えられる。 

   過去の施策との関係性や施策の具体的な姿、横浜みどりアップ計画の新規・拡充施

策の実施によって５年後にどのような効果がえられるのか等についてなお不明確な部

分があるが、今後、市民に対してわかりやすく説明できるよう工夫を重ね、最終的に

は、後述するような市民参画による施策への提言や検証を通じて明確化されることを

期待したい。 

（２）財政状況の説明・行財政改革等の取組の検証 

 横浜市の財政状況・行財政改革等の取組は、参考資料４のとおりである。 

一般財源が、普通地方交付税の減収などにより、この10年間で約1,100億円減少し、

今後も、経済環境の悪化による市税収入等への影響により、一般財源の減収傾向が予想さ

れること、これに対して、一般会計の歳出に占める福祉・医療・子育てなどの経費であ
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る扶助費を始めとした義務的経費の割合は、この 10 年間で 7.9％も伸び、今後も増加

が見込まれるなど、横浜市の財政状況は非常に厳しいことがうかがえる。このような中

で、市債の発行を計画的に抑制するとともに、全国の自治体で初めて外郭団体も含め

た全ての借入金の実態を整理・公表し、計画的な返済を行った結果、外郭団体を含め

た横浜市全体の借入金残高がこの７年間で 8,508 億円減少する見込みとなるなど、財

政健全化に向けた取組を率先して進めてきていることは事実である。 

行政改革についても、職員定数では、すべての職場で仕事の進め方などを見直すこ

とにより、効率的な執行体制の構築を進めた結果、横浜市中期計画で定めた削減目標

（▲1,900 人）を２年前倒しの 20 年度で達成し、人口 1,000 人あたりの職員数は、政

令指定都市の中で最少となっている。職員の給与制度についても、横浜市独自の取組

として、18 年４月からの特殊勤務手当の原則廃止など、その改革に積極的に取り組ん

でいる。 

また、外郭団体の改革についても、団体の統廃合を進めた一方、存続する団体にあ

っても、横浜市独自の制度で、外部評価などを取り入れた特定協約団体マネジメント

サイクルを導入し、外郭団体の自主的・自立的経営を促進している。さらに、「公の施

設」の管理運営については、指定管理者制度が導入されているが、横浜市ではその選

定にあたっては、全国に先駆けて公募を基本として、施設ごとに最もふさわしい指定

管理者を選定しているとともに、18 年度からは、公の施設のより良い施設運営と市民

サービスの向上を図るために、全国で初めてとなる民間評価機関を活用した第三者評

価制度を導入している。 

   このように横浜市では様々な行財政改革を、全国に先駆けて積極的に取り組んでい

ることは事実である。 

加えて、「協働の森基金」や「ネーミングライツ」など、緑の保全・創造に向けた寄

附等の財源確保の取組も進めている。 

こうした事実を踏まえると、課税自主権の活用検討の前提として理解はできるとこ

ろである。しかしながら、市民の理解と納得に向けては、これからも様々な課題に取

り組み、継続して経費の節減を進めることが必要であり、職員一人一人が市民が負担

する税の意味を理解し、貴重な財源を有効に使っていかなければならないことを改め

て強調しておく。 

 これらの取組についても、施策の検証等と同様に、後述する市民参画の取組の中で

継続的に検証されることを期待したい。 
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３ 課税自主権の具体的活用にあたっての留意事項 

 

次に、課税自主権の具体的活用方策の検討に入ることとなるが、検討にあたっては、

（１）あらゆる選択肢の検討、（２）全国標準的な公共サービスとの関係、（３）使途の

明確化の必要性、（４）時限的手法の必要性、（５）市民の理解と参画の必要性の５点に

留意することが必要である。 

（１）あらゆる選択肢の検討 

市民に対して新たな税負担を求める可能性がある以上、最初から特定の案に絞って

議論していくことは適当でない。 

課税自主権の具体的な活用方策としては、①施策に必要となる財源確保に向けた新

税（既存法定税目への超過課税、法定外税）、②税制自体のインセンティブを活用した

新税（法定外税）、③施策誘導を目的とした税負担の軽減が考えられるが、これらの全

てを検討し、市民にとって最も適切な方策を選択することが必要である。 

（２）全国標準的な公共サービスとの関係 

全国標準的な公共サービスは、標準的な税負担によってまかなわれると考えられて

いる。財源確保のために新たな税負担を求めるには、市民ニーズに対応した横浜市固

有のサービスなど、全国標準的な公共サービスを超える事業を行うことが前提となる。 

（３）使途の明確化の必要性 

新たな税負担を求める場合は、新たな税収を既存の税収と分け、使途を明確にする

仕組みが重要である。新たな税収の受け皿として、基金等を活用し、市民に対して使

途を明らかにする方法が必要である。 

（４）時限的手法の必要性 

新たな税負担を求める場合は、その負担によって実施する施策の効果等の検証が重

要となる。そのため、恒久的な措置とするのではなく、例えば５年間といった時限的

手法をとるなど、定期的に検証を行う仕組みをあらかじめ設けていくことが適当であ

る。その期間内に評価をしっかり行い、そのうえで、見直しを行うか、継続するかの

判断を行うことが可能となる。 

（５）市民の理解と参画の必要性 

新たな税負担を求める場合は、市民の理解と納得がえられるかどうかが極めて重要

であり、特に、緑の保全・創造は、行政だけでできることではなく、市民の強い支持

をえるとともに、市民の参画・協働がない限り、そもそも成り立たないと考えられる。 

施策の実施にあたっての市民参画はもちろん、どのような使い方がされ、どのよう

な効果があったかという効果検証、さらには施策の提言等についても、市民参画の仕

組みを作ることが重要である。 
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４ 課税自主権の具体的活用方策についての基本的考え方 

 

緑の保全・創造に向けた施策として、規制や補助・支援など、横浜市が計画する多様

な手法を検証したが、これらの手法の一つとして、課税自主権を活用し、緑の保全・創

造に貢献することが考えられる。 

先に触れたように、課税自主権の具体的な活用方策としては、①施策に必要となる財

源確保に向けた新税（既存法定税目への超過課税、法定外税）、②税制自体のインセンテ

ィブを活用した新税（法定外税）、③施策誘導を目的とした税負担の軽減がある。 

課税自主権の活用方策としては、新税の創設と税負担の軽減による誘導策をセットで

実施していくことが適当である。 

また、課税自主権の活用にあたっては、いうまでもなく市民の理解と納得が欠かせな

い。 

したがって、税の使い方や効果等に関して継続的にフォローアップしていく市民参画

の仕組みについても、あわせて提示することが重要である。 

このような基本的考え方に立ち、課税自主権の具体的な活用方策と市民参画の仕組み

について、次の５以降で整理した。 

 

 

 

○ 課税自主権の具体的活用方策と市民参画の仕組み 

具体的活用方策 手       法 該当項目 

財源確保に向けた新税 

・受益との関係に基づく課税手法 
（既存法定税目への超過課税） 

・特別な原因関係に基づく課税手法 
（法定外税） 

５（１） 

  ６ 

税制自体のインセンティブを
活用した新税 

・法定外税 ５（２） 

施策誘導を目的とした税負担
の軽減 

・緑の保全を目的とした税負担の軽減措置 

・緑の創造を目的とした税負担の軽減措置 

７（１） 

 （２） 

↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ 

市民の理解と参画 ８ 
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５ 新たな税の検討 

 

（１）財源確保に向けた新税の検討 

  ア 全国標準的な公共サービスとの関係 

横浜市は大都市でありながら、緑に被われた豊かな環境が残されている。これは

横浜市の特徴であり、かつ魅力である。市民アンケート等の結果から、市民も、大

都市における生活の利便だけでなく、豊かな緑のある良好な生活環境の維持に対す

る意向（ニーズ）をあわせて持っていることが明らかになっている。 

しかし、横浜市は、首都圏という巨大都市圏の中で、とりわけ好条件の立地環境

にあることから、非常に強い開発圧力にさらされており、豊かな緑は、年々大きく

減少し続けている。 

こうした中で、横浜市は、市民の意向に応え、緑豊かなまち横浜を次世代に継承

していくため、今後、「横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）」等で、緑地の公

有地化など、既存の緑施策を大きく拡大（量的・質的）していこうとしており、そ

の実現には大きなコストを要することが想定されているところである。 

このような状況を踏まえれば、横浜市が新たに計画している緑施策にかかる事業

費は、他都市の行政需要や標準的税負担による行政需要を超えた水準のコストであ

るといえ、新たな負担を求める場合の理由等についてわかりやすく示したうえで、

広く市民の理解と納得をえて、新たな税負担を求めることも十分可能であると考え

られる。 

  イ 課税手法の選択 

課税手法の選択にあたっては、実現しようとする施策によってどのような対象に

受益が及ぶか、特別な原因関係を有する対象があるかといった点を踏まえ、受益や

原因に対応した手法を選ぶ必要がある。 

特に、特定の行為等を捉えて、一部の納税義務者に税負担を課していく場合は、

目的に照らして、手段として税によることが適当であるかどうか、十分に検討する

必要がある。 

（ア）受益との関係に基づく課税手法の検討 ～市民税（個人・法人）均等割超過課税 

そこで、まず、受益との関係について見てみると、憩いや景観形成、ヒートア

イランド対策、CO2 吸収、新鮮・安全な食料生産、防災などといった緑が有する

多面的な機能に着目すれば、緑の総量を維持・向上させ、また、その質的価値を

向上させていくことによる受益は、市民である個人・法人に広く及ぶと考えられ

る。 

このような点を考慮すると、新たな負担を検討する場合の手法としては、地域

社会の費用を、広く住民が負担するという性質を有する税である市民税（個人・

法人）均等割への超過課税によって、多くの市民に広く薄く負担を求める方法に

よることがふさわしいと考えられる。 

なお、市民税（個人・法人）均等割への超過課税に関しては、神奈川県の水源を
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保全・再生するための個人県民税（均等割・所得割）超過課税（いわゆる水源環

境税）との関係や、横浜市が行っている法人市民税（法人税割）超過課税との関

係整理が必要となる。 

そこで、まず、県の水源環境税について見ると、これは、県民への良好な水の

供給を目的に県西部を中心とした森林保全事業経費に充てるものであり、横浜市

の緑地保全に対する活用（交付金等）はなく、市が検討している超過課税との重

複はない。 

また、市の法人市民税超過課税について見ると、これは、都市基盤整備や地震

防災対策に向けた負担として、道路橋梁整備や公共建築物の長寿命化等に活用さ

れているが、法人税割のみに適用されており、実際の納税者も、全体の２％程度

（平成 19 年度実績）である。 

こういった点を考慮すると、二重課税や加重課税にあたるものではないと考え

られる。 

（イ）特別な原因関係に基づく課税手法の検討 

緑の減少を伴う開発事業は、緑減少の直接的な原因であると考えられることか

ら、広く市民に負担を求めることとの釣り合いを考えれば、特別な原因関係に着

目し、開発事業に向けた一定規模以上の緑の伐採に対して法定外税として一定の

負担を求めることができないかを検討する必要があると判断した。 

そこで多方面から慎重な審議を行ったが、汚染物質の排出に対する対策のよう

な場合と異なり、緑を減少させること自体を原因として直ちに税負担を求めるこ

とには法律上様々な課題があり、またこのような税は、既存の開発には課税され

ず、むしろこれまで緑の保全に協力してきた方々が持つ土地に限り課税されるこ

ととなることから、公平性の点でも課題が残るとの結論となった。 

（２）税制自体のインセンティブを活用した新税の検討 

緑の伐採に対する新税は課題が残るとの結論となったが、一方で、緑減少を伴うも

のに限らず、すべての開発事業などを対象として、緑化拡大効果が生じる法定外税を

設けることはできるのではないかという意見があり、次のような案について議論を行

った。 

ア 法定外税案 

（ア）趣旨 

緑被率の維持・向上に必要な緑化率による緑化面積を下回る開発に対し、実際

の緑化割合に応じた一定の税負担を求めるとともに、これを超える緑化に対して

は補助金を交付することにより、開発事業における緑化を推進する。 

（イ）具体的な税制の形態 

ａ 現行の「横浜市の開発事業の調整等に関する条例」等で、土地の用途ごとに

設定されている緑化率（以下「基準緑化率」という。）を上回る緑化率を設定（以

下「誘導緑化率」という。）。 

 10 
 



ｂ 誘導緑化率は、緑被率の維持に必要となる水準を設定（例：基準緑化率＋10％）。 

ｃ 各開発事業を対象に、誘導緑化率に基づく緑化面積と実際の緑化面積との乖

離面積を対象に課税。 

ｄ 誘導緑化率を超える緑化を行った場合は、この税によってえられた税収を原

資として、補助金を交付。 

イ 案の評価 

市民に広く薄く負担を求める一方で、緑被率の維持・向上に必要な緑化率を誘導

していくためにインセンティブ税制を仕組んでいくことは、横浜らしい税制の一つ

のアイディアとして重要であり、存在意義は極めて高いと考えられる。 

しかしながら、特別な原因関係に基づく課税手法の検討のところで触れたのと同

様に、汚染物質の排出に対する対策のような場合と異なり、緑化割合自体を根拠に

直ちに税負担を求めることには法律上様々な課題があり、また、そもそも、都市計

画法等によって、開発の際に公益施設を供出するなど、法で定められた義務を果し

ている開発事業者に対して、法で求められる水準を超えて負担を求めるのが適切か

どうかという課題がある。 

さらに、課税技術的にも、課税標準や税率をどのように設定していくのか、また、

あくまで開発時課税であり、後々の緑の伐採等にどう対処していくのかといった課

題がある。 

以上から、具体的なインセンティブ税制について成案をうるには至らなかった。 

（３）新たな税の検討に関する結論 

これら多くの観点から検討を慎重に行った結果、新たな税を創設するならば、市民

税（個人・法人）均等割への超過課税によって、多くの市民の方々に広く薄く負担を

求めることが適当であろうとの結論に至った。 

 11 
 



６ 市民税（個人・法人）均等割超過課税案の詳細 

 

（１）新税の使途 

横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）（素案）において、新規・拡充施策として

多くの施策が掲げられているが、新税の使途としては、市民に広く薄く負担を求める

市民税均等割超過課税という手法に適したものを選ぶ必要がある。 

 使途としては、まず、より確実な緑の保全・創造につながるものを選定することが

望ましい。例えば、土地所有者が樹林地や農地を持ち続けることができるように支援

策を講じることも非常に重要であるが、支援を行った結果、必ずしも恒久的に当該樹

林地等が保全されないとすると、超過課税の目的が果たせないこととなる。 

 したがって、使途としては、間接的な支援策よりも恒久的な保全策である買い取り

による公有地化がより相応しい。買い取りは、所有権が市に移転することで、市民が

樹林地等のオーナーとして位置づけられることとなり、この点からも、均等割の超過

課税に係る税収の使途として相応しいと考えられる。 

 ただし、土地所有者に対する支援に充てる場合でも、緑地保全制度等によって保全

措置が講じられ、いざという場合に公有地となるのであれば、恒久性が担保されるこ

ととなる。 

このように見てみると、緑の多くが民有樹林地等に依存している中で、広く市民が

その維持保全を支えていくという観点から、保全により直接的な効果がある公有地化

や、保全措置が講じられた樹林地等の維持管理支援に、超過課税による税収を充てて

いくことが考えられる。 

 また、市民が身近に緑を実感することができるような緑化の推進や、間伐等による

森の再生、人のにぎわう森づくりなど緑の質の向上につながる取組、森づくりボラン

ティアなど広く市民参画につながるような取り組みに充てていくことも、超過課税の

趣旨にかなうものと考えられる。 

一方で、個人の所得保障や特定産業の個別支援につながるものは、市民の共有財産

に即座につながるものではないことから、広く市民に負担を求める市民税均等割超過

課税の趣旨からすると、新税の使途としては、市民の理解がえられにくいのではない

かと考えられる。各事業の必要性や効果の範囲等について、十分市民理解をえるよう

努めるとともに、こうした市民の意向にも配慮した対応が必要となろう。 

（２）税率設定の考え方 

   税率の設定にあたっては、新たな施策に必要とされる財源額を考慮するとともに、

市民の負担の水準も配慮していく必要がある。 

また、市民税（個人・法人）均等割は、個人と法人で税率の設定が異なっているこ

とから、個人・法人間の負担割合をどうするかについても整理しておく必要がある。 

ア 必要とされる財源額に基づく税率設定 

今回、横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）（素案）で示された関連事業費は、

21 年度から 25 年度までの単年度平均で約 121 億円、20 年度関連事業予算額との対
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比では 85 億円程度の増嵩となる。このうち一般財源として約 38 億円が新たに必要

とされるという見込が示された。 

この一般財源規模は、中間整理段階で示されたものと同じであり、仮に、これら

の全てを市民税（個人・法人）均等割超過課税によってまかなうこととした場合の

市民負担額も同程度となるが、もちろん、これは、現時点の計画事業費を前提に、

必要とされる一般財源を全て市民税均等割超過課税によってまかなうことと仮定し

た場合の試算にすぎない（※中間整理における税率試算→個人：1,300 円／年間、

法人：規模に応じた均等割額の 13％(6,500～390,000 円／年間)）。 

今後、具体的な税率の設定について、横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）

の事業内容、事業費の精査を更に進めるとともに、新税の使途として市民の理解が

えられるかどうかについて十分検討し、新税以外の方法による財源確保努力など、

更なる内部努力を行ったうえで、設定を行っていくことが必要となる。 

  イ 負担の水準に配慮した税率設定 

なおいま一つ重要な点として、市民税均等割の税率については、こうした財政上

の必要性だけで決定できるものではなく、すべての市民（一定の低所得者を除く。）

が所得の多寡にかかわらず均等に負担するという均等割制度の性格からして、税率

の設定には自ずと一定の上限があることを記しておきたい。 

ウ 個人・法人間の負担割合 

個人・法人間の負担割合については、所得課税分も含めて、個人、法人の負担増

加率を同程度としていくことが適当である。 

個人市民税の均等割は１人年間 3,000 円、法人市民税は規模に応じて 50,000 円か

ら 3,000,000 円までとなっている。 

新たに個人の均等割に対して、仮に一つの例示として 1,000 円の負担を求めると

すると、個人の平均市民税額が約 170,000 円（均等割約 3,000 円、所得割約 167,000

円）となっていることから（20 年度予算額）、その負担増加率は 0.59％となる。 

一方、法人の平均市民税額は約 1,713,000 円（均等割約 102,000 円、法人税割約

1,611,000 円）となっていることから（20 年度予算額）、この合計額に負担増加率

0.59％を乗じると約 10,000 円となる。これを法人市民税均等割の超過率で示すと、

規模に応じた均等割の 10％となる。 

したがって、個人・法人間の負担割合については、個人 100 円あたり法人１％と

していくことが適当である。 

この個人・法人間の税率設定は、他県の森林保全等に向けた県民税超過課税にお

いても広く採用されており、そういった点から見ても適当であると考えられる。 

税率の設定に際しては、これらの要素を十分に吟味し、適切な水準の税率が導き出

されねばならない。 

（３）課税期間の設定 

緑を守り、つくり、育てる取組は、長期・継続的な視点に基づいて行う必要がある
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との観点から、横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）（素案）は「横浜市水と緑の

基本計画（平成 18 年～37 年）の目標年次である 37 年を見通しているが、今回、横浜

市からは、当面の事業費として 21 年度から 25 年度までの５か年の計画事業費の概算

が示された。これまで他県において導入された森林保全等に向けた県民税超過課税に

おいても、全て５年間の時限措置とされており、定期的に事業効果の検証を行ってい

くうえでも、５年間という期間設定が合理的であると考えられることから、横浜市に

おいても、市民税均等割超過課税の導入にあたっては、計画事業期間である 21 年度か

ら 25 年度までの５か年の時限措置とすることが適当である。 
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７ 施策誘導を目的とした税負担の軽減 

 

（１）基本的考え方 

特定施策誘導手法としては、守秘義務の関係で個別の軽減額を公表できない税負担

の軽減よりも、補助金の方が透明性の点で優れている。 

したがって税負担の軽減という手法は、安易に多用すべきではなく、限定的な手法

として活用すべきである。具体的には、補助金を含めその他の有効的な手法について

幅広く検討を行ったうえで、①補助金と比較してより効果があがるような場合や、②

補助金の効果をより促進していくために補助金とあわせて活用していく場合に限定し

て行っていくことが適当である。 

（２）具体的活用方策 

  ア 緑の保全を目的とした税負担の軽減措置 

横浜市では、既に、緑の環境をつくり育てる条例に基づいて指定された緑地（市

民の森、緑地保存地区等）について、固定資産税・都市計画税の減免措置を講じて

いる。 

指定緑地の拡大が課題となっているが、当該減免措置は大きなインセンティブと

なりえるものであり、広く周知を進めていくことで、対象緑地の指定拡大を図って

いくことが期待できる。 

なお、減免対象緑地の面積は、現在、500 ㎡以上（緑地保存地区の場合）とされ

ているが、小規模な樹林地など、より多くの緑地を保全していくという観点から、

対象緑地面積の下限を引き下げていくことも考えられる。 

  （ア）減免対象緑地の概要 
 

対 象 

緑 地 
市民の森 緑地保存地区 源流の森 

緑の環境をつくり育てる条例 
設 置 

根 拠 
市民の森設置事業実施要綱 緑地保存事業実施要綱 源流の森保存事業実施要綱

設 置 

区 域 
市内全域 市街化区域 市街化調整区域 

指 定 

基 準 

概ね２ha以上の公開可

能な樹林地を中心とす

る一定の区域 

500㎡以上の一団の樹林地
概ね5,000㎡以上の一団

の樹林地 

設 置 

形 態 
市民の森契約・指定 緑地保存契約・指定 源流の森保存契約・指定

契 約 

期 間 
契約期間10年以上 

公 開 

義 務 
公開義務あり 公開義務なし 

 15 
 



  （イ）減免措置の内容等 
 

対 象 

緑 地 
市民の森 緑地保存地区 源流の森 

対 象 

税 目 
固定資産税・都市計画税 固定資産税 

減免額 指定期間中に到来する納期において、対象地に係る税額の全額（100％減免）

途中解 

除時の 

措 置 

 税減免相当額（７年分を限度）等を違約金として支払う

税以外 

の支援 

制 度 

緑地育成奨励金（30円/㎡）

更新時に継続一時金を交付

更新時に継続一時金を交付

緑地相談制度 
更新時に継続一時金を交付

 

（ウ）横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）（素案）どおりに緑地保全指定が行わ

れた場合の効果 

     21年度から25年度までの累計で、固定資産税・都市計画税あわせて約1.4億円の

減免が見込まれる。 

イ 緑の創造を目的とした税負担の軽減措置 

横浜市では、横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）（素案）において、基準以

上の緑化を行った場合に固定資産税・都市計画税を軽減する制度の導入を検討して

いる。 

その具体的方策として、緑の環境をつくり育てる条例等に定める緑化基準を超え

て一定の緑化が行われた建築物の敷地のうち、横浜市建築物緑化認定証の交付を受

けた敷地の緑化された土地部分について、固定資産税・都市計画税の軽減措置を導

入していくことが考えられる。 

市街地における建築物敷地の緑化は、緑の環境をつくり育てる条例等に基づく緑

化協議や今後導入される緑化地域制度によって、条例等に定められた緑化基準レベ

ルの緑化率（５～15％）が確保されることとなるが、当該緑化基準を超えた緑化を

誘導し、更に高いレベルでの緑化促進に向け、固定資産税・都市計画税の軽減措置

によるインセンティブ効果が見込まれることから、税負担の軽減措置の活用も有効

であると考えられる。 
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８ 市民の理解と参画 

 

（１）基本的考え方 

横浜市では、40 年以上前から、緑の保全・創造に向けた取組を広く支えていくため、

市民・企業・NPO などによる環境活動等、多様な主体の参加と協働の取組の推進を掲

げてきた。例えば昭和 46 年（1971 年）に創設された横浜市独自の「市民の森制度」

は、乱開発によって失われつつある緑の保存を図るため、土地所有者の理解と協力に

より保全されてきた緑地を市民に広く開放し、市民による「愛護組織」でその管理を

行っていこうとする画期的な制度で、後の都市緑地法の市民緑地制度の前身となった

ものである。このように、横浜では早くから市民との協働による取組が盛んに行われ

てきた。 

緑の減少に歯止めをかけ、かけがえのない環境を将来へ引き継ぐことを目的とした

新たな税負担を市民税均等割超過課税という形で広く薄く市民に求めるためには、こ

れまで以上に市民の理解と参画に支えられることが重要である。そのためには、施策

の実施にあたっての市民参画はもちろん、どのような使い方がされ、どのような効果

があったかという効果検証、さらには施策の提言等についても、これまでの取組をさ

らに発展させた仕組みを作り上げていくことが重要である。 

（２）具体的取組 

使途を明確化するために新たな税収の受け皿として基金を設置するとともに、事業

効果の検証や施策への提言を行っていく市民参加の組織を設けていくべきである。 

具体的には、市民、関係団体、有識者等からなる次のような組織を設けていくこと

が考えられる。 

ア 目的 

（ア）市民の視点からの事業効果の検証、施策への提言 

（イ）緑の保全・創造に向けた市民参画の促進    等 

イ 位置づけ 

緑の保全・創造に向けた新たな税収及び寄附の受け皿としての基金の運用に関す

る組織として独立した組織とする。 

ウ 構成員（例）（概ね 10～20 人程度を想定） 

（ア）公募市民：個人、ＮＰＯ（森林系、農業系、まちづくり系など） 

（イ）関係団体：農業団体、経済団体、市民団体等 

（ウ）有 識 者：環境創造審議会委員等 

（緑地系、農業系、生態系、都市計画・経済系、財政・税制系等） 

エ 活動内容 

（ア）基金充当事業の評価・検証（関連事業も参考に議論） 

（イ）基金充当事業の次年度計画への意見 
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（ウ）基金運用状況の検証（収支、積立状況等） 

（エ）みどりアップ計画の中長期推進計画の達成状況 

（オ）施策の点検・見直し 

（カ）市民協働型事業についての評価・検証・意見 

（キ）市民参画に向けた方策検討等 

（ク）課税自主権活用の前提として求められる事項の検証 

オ 年間スケジュールイメージ（年２～３回程度開催） 

（ア）年度上半期 

 前年度事業の評価・検証、施策の点検・見直し、新年度予算 

 市民協働事業及び意識啓発について 

（イ）秋頃 

次年度計画への意見（予算編成へ反映） 

カ 区や地域特性の反映 

緑環境の状況や立地特性等は全市一律ではなく、それぞれの区や地域ごとに特徴

がある。そのため、市民生活に身近な緑に対する要請に応えていくためには、区・

地域レベルにおける事業効果の評価・検証、施策への意見反映が大事である。加え

て、良好な環境を地域に支えられつつ維持していくためには、区役所・区民・企業

等の参画・協働による取組が必要である。 

キ 市民への情報発信 

緑の施策の推進のためには、市民の参加・協働が不可欠であることから、市民参

加の組織の公開開催や HP の活用等により情報発信を行い、市民の理解と参画をえて

いくことが必要である。 
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おわりに 

 

この報告書は、横浜市の緑の保全・創造に向けて税制の面からどのような貢献ができる

か、税財政の専門家が真剣に検討を行った結果のとりまとめである。報告書の要点を一言

でいえば、税制としてできる最適な策は、市民税均等割の超過課税によって、緑を守り、

つくり、育てていくのに必要とされる費用を広く市民が分担することであるという結論で

ある。 

もちろん本研究会は、この結論を安易に導き出したわけではない。独自課税の意義とあ

り方について、租税理論や税法の視点から徹底的・包括的な整理を加えたのはもちろん、

横浜市に固有の状況や市民の感覚などを十分に理解し、それらを結論に反映するよう努め

た。 

このようにあらゆる要素を検討したうえで結論を導き出したので、本委員会がここに提

案する新たな税負担に対して、市民として不安や懸念が残るであろうことも十分に認識し

ている。その不安や懸念は、おそらく２点に原因が求められるのではないだろうか。 

まず一つには、新たな税負担そのものに対する心理的な抵抗感である。納税者にとって

税負担の増大は、いつの時代であれ、どの国であれ、常に回避したい事柄の一つである。

しかも現在、市民生活は原油や食料品を始めとする急激な価格上昇に揺さぶられており、

市民感覚、生活者の感覚からすれば、常日頃以上に新たな税負担は避けたい状況にあるか

らである。 

しかし、それにもかかわらず、あえて上記の結論を打ち出したのは、本研究会での検討

を通して、横浜市の緑の重要性と現況の危険性を認識し、次世代に対するわれわれ世代の

責務にも深く思いを馳せたからである。緑の現場を視察し、問題の検討を重ねるにつれ、

すべての委員が、首都圏の大都市・横浜における開発圧力がどれほど強く、横浜の緑をめ

ぐる状況がいかに危機的かを理解し、今すぐ行動を起こさなければ「緑あふれる豊かなま

ち、横浜」が永遠に失われてしまい、それを次の世代に残してゆくのが不可能になってし

まうと痛感したのである。 

いま一つの原因は、税負担によって実施されることになる事務・事業の効果・成果や、

より広く横浜市の行財政についての信頼性の問題ではないだろうか。例えば、新たな税負

担によってどのような行政が行われ、横浜の緑がどの程度保全されるのか、あるいは横浜

市の財政状況は新たな税負担をしなければいけないほどに厳しいのかといった問題点であ

る。 

これら信頼性の問題点は、市民・納税者として当然に抱く感情であり、また本研究会に

とっても、解明しておくべき重要な論点である。あらためて言うまでもなく、施策の妥当

性や歳出の効率化は、新たな税負担を提案する際に必須の前提条件であり、それらが適切

な内容・水準になければ、提案を行うことなどできないからである。 

そこで本研究会は、参考資料として本報告書に付されているように、新たに実施が構想

される施策の概要・方向性や、行財政改革の概況の説明を横浜市から繰り返し受けた。そ

のうえで、現時点では提案を行う前提条件が満たされていると判断して結論を導き出した。 

ただし、今回の提案が市民に新たな税負担を求める結論であるだけに、本研究会として
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も慎重の上にも慎重を期したい。そこで横浜市に対して、今後市民に詳しい説明と市民の

理解をうるための努力を継続して行うことを強く求めておきたい。例えば、上記のように

物価上昇が懸念される市民生活にもかかわらず、なぜ新たな税負担を求めてまで新たな取

組を行わねばならないのか、従来の取組と新たな取組との関係はどうなっているのか、新

たな取組によってどのような成果が達成できるのかといった点について、個々の施策を一

つ一つ掘り下げて分かりやすく市民に伝えていくことを求めたい。また財政の状況につい

ても、これまで積み重ねてきた行財政改革の取組と今後の努力をしっかり説明していくこ

とを強く要望しておく。 

さて、報告書の最後に、横浜市民のみなさまにもいくつかのお願いをしたい。そのお願

いとは、まずはこの報告書をできるだけ多くの方々に読んでいただき、次世代に豊かな緑

を残してゆくにはどうすればよいか、さまざまに思慮を巡らせていただきたいことである。 

その上で、納税者として横浜市の取組を注視するのはもちろんのこと、ぜひとも緑の保

護と育成に主体的に参加をしていただければと願っている。本報告書が設置を提案してい

る「市民参加の組織」は、まさにそのための組織である。緑を守り創るための横浜市の政

策に、みなさまの豊富な知見と深い叡智をぶつけつつ、積極的に参加していただきたいの

である。「首都圏にありながら市民参加に支えられて緑が豊かなまち、横浜」、これが全国

の注目を浴びる日の来ること期待しつつ、報告書を締めくくることにする。 

 

 

 

                         平成 20 年８月８日 

                         横浜市税制研究会 

                           座 長  青 木  宗 明 

                           委 員  加 藤  秀 樹 

                           委 員  金 澤  史 男 

                           委 員  柴    由 花 

                           委 員  田 谷    聡 

                           委 員  望 月  正 光 
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横 浜 市 税 制 研 究 会 委 員 名 簿 
 

（敬称略、五十音順） 

氏    名 所  属  等 

（座長） 青木 宗明 神奈川大学経営学部教授 

 加藤 秀樹 慶応義塾大学総合政策学部教授 

 金澤 史男 横浜国立大学経済学部教授 

 柴  由花 明海大学不動産学部准教授 

 田谷  聡 一橋大学大学院法学研究科教授 

 望月 正光 関東学院大学経済学部教授 

 

 

横 浜 市 税 制 研 究 会 の 活 動 経 過 
 

○ 第１回研究会（平成 19 年 ８月 ２日（木）） 

○ 第２回研究会（平成 19 年 ９月 11 日（火）） 

○ 第３回研究会（平成 19 年 10 月 31 日（水）） 

関係局から、緑をめぐる状況やこれまでの取組み等について説明を受け、議論を実施。 

○ 第４回研究会（平成 19 年 12 月 25 日（火）） 

緑の保全・創造に向けた課税自主権の活用に関する中間報告について議論を実施。 

○ 「緑の保全・創造に向けた課税自主権活用に関する中間報告」を横浜市に提出（平成

19 年 12 月 26 日（水）） 

○ 市内緑地現地視察（平成 20 年 ２月 ８日（金）） 

新治市民の森、三保市民の森、川井緑地保全地区、その他斜面緑地等を現地視察。 

○ 第５回研究会（平成 20 年 ３月 28 日（金）） 

○ 第６回研究会（平成 20 年 ４月 24 日（木）） 

関係局から、緑の保全・創造に向けた施策案、追加必要財源額の試算状況の説明を受

け、財源確保策の一環として新たな税負担を求める場合の方法として、市民税（個人・

法人）均等割への超過課税や緑の減少を伴う開発事業への法定外税等について議論を実

施。 

○ 第７回研究会（平成 20 年 ５月 22 日（木）） 

課税自主権の具体的な活用方策（新たな税、税負担軽減策）、市民参画の仕組み等につ

いて議論のうえ、中間的な整理案について議論を実施。 

○ 「緑の保全・創造に向けた課税自主権の具体的活用に関する意見（中間整理）」を横浜

市に提出（平成 20 年 ６月 ５日（木）） 

○ 第８回研究会（平成 20 年 ８月 ４日（月）） 

横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）（素案）の策定を受け、課税手法の詳細等、

中間整理の際に指摘があった諸課題について議論のうえ、最終報告について議論を実施。 

○ 「緑の保全・創造に向けた課税自主権の活用に関する最終報告」を横浜市に提出（平成

20 年 ８月 ８日（金）） 
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１ 関連事業費 （今後、事業内容とともに更に精査） 

 
本編の「施策化のポイント」を踏まえ、現時点で、新規・拡充施策として検討している施策は以下

のとおりです（ただし、国への制度要望については継続事項です。）。 

事業費は、現時点での計画事業費の概算であり、今後、事業内容とともに更に精査していきます。 

 

(1) 樹林地を守る施策 
（平成 21 年度～25 年度事業費合計） ＜約 490 億円＞          （単位：億円） 

 施策 
5 ヵ年事業費 

(うち一般財源)

●緑地保全制度等の拡充 継続保有の促進 

(できるだけ 

持ち続けてもらう) ●篤志の奨励制度 
－ 

●安全･明るい森づくり事業 維持管理推進 

(安心して 

持ち続けてもらう) ●森の守り人育成事業 

41  

(41) 

●森の楽しみいっぱい事業 

●市民のみどりの夢かなえます制度等の創出 

●森の資源循環事業 

●ウェルカムセンター等整備事業 

利活用促進 

(里山を活かした楽

しみと資源の活用)

●森の恵み塾開講 

8  

(8) 

●緑地保全制度等の拡充 

●よこはま協働の森基金制度の見直し 

 

確実な担保 

(いざという時の 

買取りなど) 
●国への制度要望 

441  

(89) 

 

(2) 農地を守る施策 
（平成 21 年度～25 年度事業費合計） ＜約 57 億円＞         （単位：億円） 

 施策 
5 ヵ年事業費 

(うち一般財源)

継続保有の促進 

(できるだけ 

持ち続けてもらう)

●生産緑地制度等の活用 
7  

(7) 

●地産地消の推進 
農業振興 

(地産地消などに着

目した農業振興策)
●施設の省エネルギー化の推進、生産用機械のリー

ス方式による導入 

9  

(9) 

●田園景観や水田の保全対策 

●生産基盤整備の拡充 

農地保全 

(周辺環境との 

調和と生産性向上)
●不法投棄対策、周辺環境に配慮した生産環境整備 

8  

(8) 
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●機械作業の受託組織の育成 

●コーディネーターの育成 

●農業後継者の育成、横浜型担い手像の明確化 

担い手育成 

(農業対策の 

ポイント)

●農地の貸し手への支援 

3  

(3) 

●公的機関による買取及びあっせん 確実な担保 

(いざという時の 

買取りなど) ●国への制度要望 

30  

(30) 

 

 

(3) 緑をつくる施策 
（平成 21 年度～25 年度事業費合計） ＜約 56 億円＞       （単位：億円） 

 施策 
5 ヵ年事業費 

(うち一般財源)

●地域緑のまちづくり事業 

●公共施設緑化と民有地緑化助成の拡充 

●街路樹の維持管理 

 

緑化の推進 

(地域で取組めば 

効果もアップ） 

●民有地緑化の誘導等 

56  

(56) 

 

(4) 合計 

平成 21 年度～25 年度の 5 ヵ年事業費 合計 
約 603 億円 

（約 251 億円）

平成 21 年度～25 年度の単年度平均 
約 121 億円 

(約 50 億円) 

 

 
（参考） 

平成 20 年度予算 約 36 億円  

対 20 年度予算増嵩分 約 85 億円（一般財源約 38 億円） 
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２ みどりアップ計画（新規・拡充施策）のための財源確保について 

 

横浜みどりアップ計画の推進にあたり、将来にわたって緑の総量の維持・向上をはかるために、

横浜市中期計画では、新たな制度の活用や財源確保策を検討することとしています。また、横浜

市環境創造審議会からの提言「緑施策の重点取組」では、10 大拠点等まとまった緑の保全では、

相続等突発的に生じる事態には、土地を買い入れる対応が必要となり、これに対応できるしくみ

や相当な額の予算の必要性から財源確保に努めることや、緑を健全に育成するための維持管理、

市民の活動支援や市民利用のための運営の取組を継続的に行うために、安定した財源確保が必要

とされています。 

このような取組を進める上では、既存事業の見直しや事業の効率化を図るなど工夫を行うとと

もに、新たな財源確保策についても検討する必要があります。 

 

 

 

 

３ 計画の進行管理と評価 

 

 緑の保全・創造への取り組みは、息の長い取り組みであり、施策を着実に実行しつつ成果をフ

ィードバックし、また、状況の変化に適切に対応していく必要があります。 

そこで、計画の進行管理について、以下のとおり進めていきます。 

 

(1) 評価について 

 評価にあたっては、まず個々の施策の進ちょく状況を評価することを基本とします。 

 次に、質の成果として示した市民生活や街の姿として見える成果を、本編の達成イメージをも

とに、随時評価していきます。 

 さらに、量の成果である緑被率については、定期的に測定評価していきます（その際、市民一

人ひとりの緑化行動等も適切に評価できるよう、算定方法についても検討していきます。）。 

 なお、これらの評価により、課題等が発見されたり、状況の変化が生じたときには、適宜、適

切な対応を検討していきます。 

 

(2) 評価の体制について 

 緑を「守り」「つくり」「育てる」取組みは、市民・関係団体・行政など多様な主体が協働して

取組むことが不可欠です。そこで、計画の進ちょく状況の評価についても、多様な主体が参加し

た会議組織等を設定し、進行管理が可能な体制を構築していきます。 

 

 

 

 

 

 



４ 関連資料 

 

※ 平成 16 年 横浜市第８次緑地診断調査より 

図 市街化調整区域の緑被（樹林地・農地・草地）の分布 
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※ 平成 16 年 横浜市第８次緑地診断調査より 

図  市街化区域の緑被（樹林地・農地・草地）の分布 
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○行政区別緑被率の推移 

（単位：％） 

年  度 昭和 50 年 昭和 57 年 昭和 63 年 平成４年 平成９年 平成 13 年 平成 16 年

鶴 見 区 20.9 18.0 17.0 15.5 15.3 14.8 14.7 

神奈川区 27.4 26.2 25.9 24.3 23.0 24.1 23.5 

西    区 11.7 11.6 11.2 10.9 11.4 12.3 13.1 

中    区 19.6 16.6 17.1 15.8 15.2 14.8 15.2 

南    区 34.4 23.9 20.4 17.8 17.2 15.6 16.0 

港 南 区 31.9 28.4 24.8 23.3 21.3 22.4 23.0 

保土ケ谷区 40.2 36.9 35.3 33.8 32.5 32.5 32.2 

旭    区 43.9 42.0 40.3 38.3 36.1 37.8 37.1 

磯 子 区 39.2 33.6 29.6 28.2 27.7 26.4 27.8 

金 沢 区 50.2 38.8 37.4 33.2 33.7 31.5 31.8 

港 北 区 49.6 42.6 34.2 35.3 31.8 28.2 27.8 

緑    区 58.2 50.9 41.5 52.2 50.2 44.6 44.3 

青 葉 区 ･･･ ･･･ ･･･ 38.7 37.8 34.5 34.0 

都 筑 区 ･･･ ･･･ ･･･ 34.7 38.1 38.1 36.1 

戸 塚 区 50.9 47.7 45.0 42.2 40.4 38.5 39.0 

栄    区 44.0 47.4 43.3 41.6 40.7 41.7 42.1 

泉    区 61.8 52.6 50.7 45.9 44.3 41.9 41.1 

瀬 谷 区 45.8 42.9 40.3 38.4 35.8 36.6 35.9 

全    市 45.4 40.3 36.0 33.4 32.3 31.2 31.0 

 



 

 

※ 平成 16 年 横浜市第８次緑地診断調査より 

図 緑の 10 大拠点 
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【参考資料３】

平成 20 年８月 

環境創造局・まちづくり調整局 

土地利用制度による誘導 
 

１ 緑化地域制度 

（１）緑化地域制度の概要 

  ア 制度の概要 

    緑化地域制度は、都市緑地法において平成 16 年に創設された制度である。緑が不足して

いる市街地などにおいて、都市計画における地域地区として「緑化地域」の都市計画決定を

行うことにより、一定規模以上の建築物の新築や増築を行う場合に、敷地面積の一定割合以

上の緑化を義務付ける制度である。 

  イ 指定要件 

    緑化地域の指定の要件は、「用途地域が指定がされている区域内」で「良好な都市環境の

形成に必要な緑地が不足し、建築物の敷地内において緑化を推進する必要がある区域」とさ

れている。 

  ウ 都市計画に定める内容 

    緑化地域を指定するためには、都市計画において、①指定の対象となる区域、②建築物の

緑化率の最低限度を定める。また、必要に応じて市町村の条例で、③緑化率の規制の対象と

なる敷地面積の規模を定めることができる（条例で定めない場合は、1,000 ㎡以上となる。）。 

（２）横浜市の緑化地域指定に係る都市計画案 

   横浜市では、現在、緑化地域の指定に向けた準備を進めており、その概要は、次のとおりで

ある。 

  ア 指定の対象となる区域 

    緑化地域の指定区域は、都市計画法に規定する住居系用途地域全域とする。市街化区域の

緑を構成する山林や農地は、その約９割が市民生活に身近な場所である住居系用途地域に分

布しており、年間約 72ha の緑が減少している。このため、急速に緑が減少しており、良好

な住環境の形成のために、緑の創出を図ることが必要な区域として指定することとしている。 

【参考】住居系用途地域の種類 

第１種低層住居専用地域 
第２種低層住居専用地域 
第１種中高層住居専用地域 
第２種中高層住居専用地域 
第１種住居地域 
第２種住居地域 
準住居地域 
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  イ 緑化率の最低限度 

    緑化率の最低限度は、横浜市における既存の緑化制度や都市の緑の状況、用途地域等にお

ける建ぺい率等の規制を踏まえ、10％とする。 

  ウ 緑化率の規制の対象となる敷地面積 

    緑化率の規制対象となる敷地面積は、既存の条例に基づく緑化協議を行ってきた実績等を

踏まえ、条例により、500 ㎡以上とすることを考えている。緑化地域制度は、建築基準関係

規定であるため、より強制力のある手続き･罰則が可能となり、確実な緑地の確保が見込ま

れる。 

２ 斜面緑地の開発行為に関する景観計画【今後検討】 

（１）背景と課題 

   横浜市では、高度経済成長による急激な人口増加の影響を受け、都市化が急速に進行した。

近年、人口は全国的に減少傾向へと転じたが、横浜市では、未だ増加傾向にあり、住宅需要に

伴う開発圧力は依然として高い。 

   これまでの都市化の進行により、市街化区域における開発適地は確実に減少しているものの、

土地利用規制の緩和や建築・土木技術の進歩から、従来は開発が困難とされ、市街地の貴重な

緑として存続してきた斜面地の緑地、いわゆる斜面緑地が開発の対象とされている。 

   横浜市では、斜面緑地を含む斜面地での共同住宅への対応策として、既に地下室マンション

条例等を制定（平成 16 年６月１日施行）し、周辺への圧迫感の軽減や一定の緑化を義務づけ

ているが、対象とならない戸建住宅については、依然として開発・建築が行われており、市街

地に残された斜面緑地は確実に失われていく傾向にある。 

   このような背景と課題を踏まえ、横浜市では、景観法を活用し、市街地の斜面緑地における

開発を適切に誘導して緑の環境に相応しい景観を形成するとともに、市民にとって潤いと安ら

ぎを感じることのできる快適な住環境を創出していくことを目的として、「斜面緑地の開発行

為等に関する景観計画」の検討を進めている。 

（２）施策の枠組み 

   景観法を活用した斜面緑地開発への対応策は、景観法に基づく景観計画に、対象（＝斜面緑

地）と制限内容を位置付け、あわせて都市計画法に基づく条例（横浜市開発事業の調整等に関

する条例）に、その制限内容を定める方法を検討している。これによって、制限内容を開発許

可の基準として運用することができるようになるため、制限内容に応じた施策の実効性が担保

性される仕組みとなっている。 

   開発許可基準として定められる制限項目は、都市計画法施行令の規定により、①擁壁の高さ、

②敷地面積の最低限度、③緑地面積の３つとされており、今後、これらの制限項目を組み合わ

せて、良質な住環境の形成に資する斜面緑地開発の適切な誘導を実現していくための具体的な

景観計画の策定を検討していくこととなる。 
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＋ 

対象（＝斜面緑地） 

（規制項目⇒擁壁の高さ、敷地 
         面積、緑地面積）   

景観法に基づく景観計画に開発行
為に関する制限を規定 

 

景観計画に定められた内容を、都計
法に基づく条例に規定 
 ⇒開発許可の基準となる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）都市計画法の内容 

 

開発区域 

一
定
の
高
低
差 

現況地盤 

高さ規制 

②敷地面積の制限 
［最低敷地面積：300㎡を超えない範囲］ 

［擁壁高さ：1.5mを超
える範囲］ 

①開発区域に一定の
高低差がある場合、
擁壁高さを制限 

［緑化：60%を超えない範囲］ 
③良好な斜面景観を形成するための緑化 ※［  ］内は規定

できる範囲 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 市街化調整区域の土地利用 

（１）基本的な考え方 

ア 「横浜みどりアップ計画」や、開発許可制度の運用により、多様化した市街化調整区域の

地域特性に応じた土地利用の実現を図る。 

イ 自然的環境の維持や都市機能の向上など、都市づくりの方針に見合う適切な土地利用の実

現を図る。 

ウ 良好な自然的環境と調和し、適切な土地の維持・管理に資する施設等について、立地を認

める。 

 

   本市の市街化調整区域は、昭和 45 年の指定以来、市民の森や特別緑地保全地区などの緑地
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施策、農業専用地区などの農地施策、及び都市計画法に基づく開発許可制度の運用により、開

発圧力が高い地域にあっても、総体としての環境を概ね維持してきた。 

   しかしながら、指定以来 40 年近くが経過し、この間法令等により立地可能な施設が拡大さ

れてきたこともあり、指定当初から比べて様々な土地利用が進んだ結果、現在では、市街化調

整区域といっても、多様な地域が形成されている。 

   個別の地区についてみると、農地・緑地の減少や様々な都市的土地利用の混在がみられ、市

街化調整区域を一律にとらえるのでなく、地域の特性を踏まえた、望ましい土地利用を誘導す

る視点が求められる。 

   そこで、良好な自然的環境が維持されている地域や、都市的な土地利用が一定程度集積して

いる地域など、市街化調整区域内での様々な土地利用実態を踏まえ、周辺への影響が大きい施

設については、地域の環境に調和した開発計画となるよう基準を見直すなど、都市計画法に基

づく開発許可制度の運用により、それぞれの地域特性に応じた土地利用の実現を図る。 

   また、「横浜みどりアップ計画」により、緑に関する様々な保全策を行う地域では、社会福

祉施設など大規模な緑地の減少を伴う一定の施設の立地を抑制する一方で、高速道路インター

チェンジなどの都市基盤が整備され、都市的な土地利用が都市づくり上位置づけられた地域で

は、無秩序なスプロールを抑制し、一定の施設の立地を認めることなどにより、適切な土地利

用を誘導し、本市の都市づくり施策の実現を図る。 

   さらに、循環型社会や景観への関心の高まりなど、市街化調整区域の指定当時からの社会状

況の変化を踏まえ、これまで市街化調整区域での立地を認めていなかった施設についても、小

規模で周辺の市街化を促進するおそれがなく、かつ、土地利用の適正な管理に不可欠と認めら

れるものや良好な自然的環境の維持・向上に資するものについては、一定の条件のもとに、立

地を認める。 

 

（２）地域別の対応 

 市街化調整区域の土地利用施策の対応は、緑地等を保全する地域、計画開発を検討する地域

など、それぞれの地域特性に応じたものとします。 

 開発許可にあたっては、緑地等に配慮しつつ、周辺環境との調和を図ります。 

 

  ア 緑地等を保全する地域 

    「横浜みどりアップ計画」による緑地保全指定面積の拡大、農業支援の充実などの施策の

もと、緑地等の保全策を行う地域では、学校、病院、社会福祉施設などの公益的施設等の立

地を他の地域に誘導する方向で基準を見直すとともに、緑地の保全や農業の振興に資する施

設については、立地を認める。 

    あわせて、周辺の緑との調和を図る観点から、現行の敷地内の緑地に関する基準を見直す。 
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〈開発許可制度の運用イメージ〉 

 

市街化区域

市街化調整区域
『みどりアップ計画』による

保全策を行う地域

・社会福祉施設など、

大規模な緑地等の減少を伴う施設

市街化区域

市街化調整区域

市街化区域

市街化調整区域

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 緑地等を保全する地域以外の地域 

  （ア）計画開発を検討する地域 

     市街化調整区域内の鉄道駅周辺においては、「都市計画マスタープラン」や「整備、開

発及び保全の方針」などの都市づくり上の位置づけのもとに、計画的な土地利用を図る。 

     交通インフラ上特に重要な高速道路インターチェンジ周辺においては、特定の物流施設

（物流総合効率化法に基づく認定を受けた特定流通業務施設）について、敷地が接する道

路幅員など一定の要件のもとで立地を認める。 

 

〈開発許可制度の運用イメージ〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （イ）その他の地域 

     都市的土地利用を多く含むことから、スプロール防止を図りながら、これまで立地を認

めてきた施設は、原則として引き続き立地を認めることとする。 

     また、資材置き場等について、接道要件を満たし、周辺環境との調和が図られるよう敷

地内に緑地を設けた場合、必要最小限の管理用建築物の立地を認める。 

 

 

→立地を認めない

→立地を認める

・農地周辺の直売所など、
農業振興や緑地保全に資する施設

『みどりアップ計画』による

保全策を行う地域

・社会福祉施設など、

大規模な緑地等の減少を伴う施設

・農地周辺の直売所など、
農業振興や緑地保全に資する施設

→立地を認めない

→立地を認める

市街化区域

市街化調整区域

・高速道路インターチェンジ周辺
→特定の物流施設の立地を認める

（今後、即地的な検討をし、
ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞの特定や対象範囲を決定）

市街化区域

市街化調整区域

市街化区域

市街化調整区域

・高速道路インターチェンジ周辺

（今後、即地的な検討をし、
ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞの特定や対象範囲を決定）

→特定の物流施設の立地を認める
・高速道路インターチェンジ周辺

（今後、即地的な検討をし、
ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞの特定や対象範囲を決定）

→特定の物流施設の立地を認める
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〈開発許可制度の運用イメージ〉 

 

市街化区域

市街化調整区域
・新たな立地規制は行わないが、

接道などの基準を見直す方向で検討

・資材置場等

 

市街化区域

市街化調整区域

市街化区域

市街化調整区域

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 今後の対応 

  緑地や農地の保全策等と連携し、必要な開発許可の基準等の見直しを行っていきます。 

  開発許可等の対象とならない土地利用についても、引き続き、適切な立地誘導の方策を検討す

る。 

 

→接道・緑化などを条件に、
管理施設の立地を認める

・新たな立地規制は行わないが、
接道などの基準を見直す方向で検討

・資材置場等
→接道・緑化などを条件に、

管理施設の立地を認める
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【参考資料４】 

平成 20 年８月 

行政運営調整局・環境創造局 

横浜市の財政状況・行政改革等の取組 

 

１ 財政状況 

（１）財政状況 

 ア 歳入の推移 

横浜市の 20 年度一般会計予算は１兆 3,599 億円と、政令市では大阪市に次いで２番目、

都道府県を含めても 10 番目の規模になる。ここ 10 年間の推移を見てみると、12 年度から

17 年度までの一般会計予算は、厳しい財政状況から概ね縮小傾向にあったが、18 年度から

は税制改正の影響や景気回復による税収増などにより、３年連続で前年度を上回る規模とな

った。 

歳入の中心である市税収入については、11 年度から 16 年度までは、13 年度にやや対前年

度を上回ったものの、11 年度の恒久的減税の実施や 12 年度、15 年度の固定資産税の評価替

えの影響などもあって、基本的に減収が続いた。17 年度以降は、税制改正や税源移譲の影

響、企業収益が好調であることなどから、４年連続増収となった。 

ただし、税収の伸びに伴う普通交付税の減収などにより厳しい財政状況は続いており、特

に、使途が特定されておらず、地方自治体の判断で自由に使うことができる一般財源につい

ては、この 10 年間で約 1,100 億円も減少している。 

■一般会計歳入決算額の推移■ 

7,126 6,888 6,925 6,784 6,544 6,532 6,677 6,855 7,235 7,324
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13,168
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（億円）
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▲728
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＋198
（10年間）

▲1,011
（10年間）

00

その他

一般財源

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 歳出の推移 

20 年度予算における義務的経費（人件費、扶助費、公債費）の割合は 49.3％と歳出の半

分近くを占め、11 年度の 41.4％から比較すると、10 年間で 7.9 ポイントも伸びている。 

具体的には、義務的経費のうち「人件費」については、効率的な行政運営により職員定数

の削減等を図っているが、福祉・医療・子育てなどの経費である「扶助費」の割合について
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は、今後も増加傾向が続くことが予想される。また、道路や公園、学校などの公共施設の建

設に必要な資金として過去に発行した市債の返済や利子の支払いに充てる「公債費」につい

ては、市債の発行抑制などの効果もあり、ここ数年 14％前後で推移している。 

予算における義務的経費の割合が増えていくと、いわゆる「財政の硬直化」を招き、多様

なニーズへの対応が困難になる。横浜市は、厳しい財政状況の下でも必要不可欠なサービス

を確実に提供していくため、持続可能な財政の確立を目指し、様々な効率化や財政の健全化

に取り組んでいるところである。 

16.5 16.8 16.3 17.1 16.8 16.2 16.3 15.8 16.0 15.7

12.7 12.0 12.8 14.1 15.4 16.8 18.2 19.6 19.7 19.6
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■一般会計歳出予算構成比の推移■ 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 財政健全化に向けた取組 

    横浜市は、一般会計の市債については、９年度から一般的な市債の発行抑制を始めている。 

16 年度からは、15 年 10 月に策定した「中期財政ビジョン」に基き、一般会計の全ての市

債と、特別会計・公営企業会計の市債のうち「市税等で償還する必要のある市債」について、

発行額を対前年度８％減となるよう、より厳しくかつ計画的な発行抑制に取り組んだ結果、

戦後一貫して増加していた一般会計の市債残高は、17 年度から減少に転じたところである。 

さらに、18 年 12 月に策定した「横浜市中期計画」に基き、19 年度から 22 年度まで、一

般会計の全ての市債と特別会計・公営企業会計で発行する市債のうち「市税等で償還する必

要のある市債」の発行額を、毎年度５％程度減らしていくこととし、着実に取り組んでいる。 

■一般会計市債の発行抑制と残高縮減■ 

 市債発行額及び市債残高の推移（決算ベース）
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なお、横浜市では、14 年度に全国の地方自治体で初めて、外郭団体も含めた全ての借入金

の実態を整理・公表し、計画的な返済を行ってきた。その結果、外郭団体を含めた横浜市全

体の借入金残高については、13 年度末から 20 年度までの７年間で 8,508 億円、うち「市税

などで返済する借入金」については 4,864 億円減少する見込みである。 

■外郭団体を含めた市全体の借入金の縮減■ 
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■全会計市債残高の推移

（左軸） ◆市税等により償還する借入金
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（億円）

27,974

32,838
3.2兆円

2.8兆円

■外郭団体を含めた市全体の借入金
■全会計市債残高の推移

（左軸） ◆市税等により償還する借入金

▲4,864

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 Ｈ19 H20（見込）

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

0

3兆円

4兆円

5兆円

6兆円

0

3兆円

33,010
32,544

31,602

30,239

29,213

28,342

2.6兆円

（億円）

27,974

32,838
3.2兆円

2.8兆円

■外郭団体を含めた市全体の借入金
■全会計市債残高の推移

（左軸） ◆市税等により償還する借入金

▲4,864

47,814
47,219

48,611
50,059 50,282 49,664

61,312 60,830
59,366

57,502
55,854

54,677

62,213

53,705

61,312 60,830
59,366

57,502
55,854

54,677

62,213

53,705

46,738

49,906

（右軸）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらには、行政推進費や経常的内部経費、施設等整備費の縮減にも計画的に取り組み、一

定の財政規律の下での財政運営に努めている。 

エ 今後の財政見通し 

「横浜市中期計画」においては、本計画に掲げた経費縮減目標を達成してもなお、21 年度

は 100 億円、22 年度は 60 億円の収支不足を見込んでいる。加えて、最近の社会・経済状況

を考えると、歳入面においては、原油価格の高騰や食料品を始めとする物価上昇など、経済

環境の悪化による市税収入等への影響により、今後も一般財源の減収傾向が続くことが予想

される。一方、歳出面においては、先に述べた義務的経費の増加は今後も続くことが見込ま

れる上、原油高に伴うガソリン価格の上昇による運送費用の増加や原材料価格の高騰など、

財政を取り巻く環境は厳しさを増してきている。 

このような状況を踏まえ、将来にわたる持続的な発展と市民満足度の向上を実現するため、

財政の健全化とサービスの向上を両立させるよう、引き続き健全な財政運営に努めていく。 
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２ 行政改革の取組 

（１）職員定数の見直し 

   施策・事業のあり方、仕事の進め方を見直すことにより、簡素で効率的な執行体制の構築に

努めた結果、職員定数については、中期計画に定める 22 年度までの削減目標（▲1,900 人）を

２年前倒しの 20 年度で達成した。 

なお、19 年４月１日現在、普通会計での比較では、人口 1,000 人あたり職員数は、指定都

市の中で最少となっている。 

 

27,325

29,261 

27,962

28,447 

26,000 

27,000 

28,000 

29,000 

30,000 

H17 H18 H19 H20 H21 H22

職員数（人） 

▲1,936人削減 
H22までの目標を２年前倒しで達成 

 

 【削減目標】 

H22まで：1,900人以上削減 

（全会計ベース、H17当初対比） 

 

 

（２）職員の給与制度の見直し 

   横浜市独自の主な取り組みとして、17 年 10 月から資源循環局の現場職員に支給される給料

の調整額を廃止し、18 年４月から特殊勤務手当を原則廃止した。 

   また、19 年人事委員会勧告に基づき、19 年 12 月から月例給で▲1,297 円、率にして▲0.31％

の引下げを行うとともに、住居手当の支給区分を一部廃止した。 

   なお、給料月額については、14 年度から 19 年度まで、16 年度の据え置きをはさんで、引き

続いての引き下げ改定となっている。 

【参考】 

その他の取り組み 

・退職手当の見直し    最高支給月数62.7月→59.28月    （16年１月～） 

・退職時特別昇給の廃止  退職時１号昇給の廃止       （17年１月～） 

・55歳昇給抑制      55歳以上は昇給幅を１/２に抑制   （19年４月～） 

・通勤手当支給方法の変更 １箇月単位→６箇月単位      （16年４月～） 

・出張旅費の見直し    近隣地（県内・23区内等）への出張 （16年２月～） 

             に係る日当の廃止          

             日額旅費の廃止          （19年11月～） 
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給与改定について 

12 年度･･･給料表は改定せず  期末・勤勉手当▲0.20 月（4.95→4.75 月） 

13 年度･･･  〃       期末・勤勉手当▲0.05 月（4.75→4.70 月） 

14 年度･･･▲1.71％      期末・勤勉手当▲0.05 月（4.70→4.65 月） 

15 年度･･･▲1.01％      期末・勤勉手当▲0.25 月（4.65→4.40 月） 

16 年度･･･勧告なし   

17 年度･･･▲0.40％      期末・勤勉手当 0.05 月 （4.40→4.45 月） 

18 年度･･･▲0.26％      期末・勤勉は勧告なし 

19 年度･･･▲0.31％      期末・勤勉手当 0.05 月 （4.45→4.50 月） 

 

（３）民間委託等の推進、指定管理者制度導入の取組 

   「民の力が存分に発揮される都市、横浜の実現」という都市経営の考え方のもと、事業のあ

り方等の検討を踏まえて、サービス面や経費面において効果が認められる場合には、積極的に

民間のノウハウ等の活用を図ってきた。 

  ア 民間委託等の推進（主なもの） 

H15～H19 までの取組 20 年度以降の取組 

交通局のあり方検討 改善型公営企業を

目指すことで対応 

H19.6 市営交通５か年経営プラン 

H19.10 市営交通アクションプラン 

学校給食調理業務 65 校で実施 20 年度末までの民間委託校：85 校 

（22 年度末：125 校） 

水道メーター検針委託 10 区で実施 20 年度は新たに３区で実施 

水道料金整理業務委託：４区で新たに実施 

地下鉄駅業務委託 21 駅で実施 引き続き拡大検討 

  イ 指定管理者制度の導入の取組 

    選定にあたっては、民間事業者等を含めた幅広い団体の参入を促すため、公募を基本とす

るとともに、積極的な施設情報の提供、選定結果や議事録の公開等により、公正・公平・透

明性を確保し、施設ごとに最もふさわしい指定管理者を選定してきたところである。 

    20 年６月までに 912 施設に指定管理者制度を導入している。 

 

 

 

 

 

 

横浜市における公の施設数 4,300 施設

個別法によって管理者が限定されている施設（学校、河川、道路など） 550 施設

直営施設 2,838 施設

街区公園（公園愛護会による管理運営）、港湾施設（荷さばき地
など）、保育所 2,765 施設

 

公会堂、図書館、墓地・霊堂、斎場、公園、市場、病院、知的障
害者更生施設など 

73 施設

 

指定管理者制度導入済み施設 912 施設

○ 現在、指定管理者制度導入施設 912 施設のうち 97.0％*を公募 

※ 公募を行わないことができる施設：地域団体で管理運営する集会所、公園内自然体験施設など 19 施設 

＜参考＞ 全国平均 29.1％ 政令指定都市平均 48.8％（19.1.31 総務省公表資料より） 
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（４）経常的経費の縮減 

   「横浜市中期計画」に基き、行政内部経費の縮減としては、人件費の縮減のほか、民営化・

委託化の推進や業務のＩＴ化の推進、事務事業の見直しなどを進め、経常的経費の縮減を図っ

ているところである。 

   具体的には、19 年度から取り組んでいるが、毎年度、行政推進経費（施設運営など）を１％

削減するとともに、経常的内部経費（庁舎管理、管理事務など内部経費など）を３％削減して

いる（重点事業の実施に伴う追加額や新規事業等は除く。）。 

              （単位：百万円） 

 18 年度予算 19 年度予算 20 年度予算 

行政推進経費 
（▲１％目標） 

195,173 193,121（▲1.1％） 191,098（▲1.0％）

経常的内部経費 
（▲３％目標） 

73,956 68,196（▲7.8％） 66,057（▲3.1％）

 

（５）外郭団体改革の推進 

横浜市の外郭団体は、現在42団体である（ピークは平成５年～７年度で67団体）。 

外郭団体改革は、「外郭団体の自主的・自立的経営の促進」を図るため、専門家による外部

評価を取り入れた独自のPDCAサイクル（特定協約団体マネジメントサイクル）を実施している。 

＜外郭団体数の推移＞ 

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 

56団体 
55団体 

（▲１） 

53団体 

（▲２） 

48団体 

（▲５） 

44団体 

(▲４) 

42団体 

（▲３+１） 

42団体 

 

 

 6



３ 緑の保全・創造に向けた財源確保の取組（増収策） 

  環境創造局で検討・実施している主な取組みは、次のとおりである。今後とも、引き続き、財

源確保に向けた取組を推進していく。 

事業名 内 容 事業開始時期 確保額 

○「よこはま緑の街

づくり基金」寄附 

 民有地緑化推進に向け、市民、

企業、団体等からの寄附金を積み

立て、その利息によって市民の緑

化活動を支援。 

昭和59年度 （平成19年度積立

額） 

16,134千円

○「よこはま協働の

森基金」寄附 

 市民、団体、企業に「よこはま

協働の森基金」について広く周知

を行うとともに、協働パートナー

制度、企業提案による新たな手法

などを導入し、基金造成のための

寄附をいただいている。 

平成17年度 （平成19年度実

績） 

3,850千円

○ネーミングライ

ツ 

 

 施設維持管理コストの軽減やス

ポーツ振興等を目的として、ネー

ミングライツ（命名権）契約を締

結。 

  

 

 

日産スタジアム  日産スタジアム（旧名称：横浜

国際競技場）について、日産自動

車と５年間の契約を締結。 

平成16年3月 （平成19年度実

績） 

470,000千円

 ニッパツ三ツ沢

球技場 

 ニッパツ三ツ沢球技場（旧名

称：三ツ沢公園球技場）について、

ニッパツと5年間の契約を締結。 

平成20年3月 （平成20年契約

額） 

70,000千円

○山下公園レスト

ハウスの管理運

営事業等 

 公園利用者へのサービス向上の

ため、山下公園のレストハウス内

に売店を設置。運営は、ノウハウ

を有する民間事業者に委ねること

とし、公募により決定。事業者か

らは、施設の使用料を徴収し、公

園の維持管理経費に充当。 

 また、その他の公園についても、

引き続き、経営資源の効果的な活

用に向け取り組んでいく。 

平成20年7月 

（開店） 

（平成20年契約

額） 

9,000千円

○新たな市民農園

の開設 

 農地を買収し、市民農園を開設

する事業に取り組む。５年で８ha、

1,000㎡当たり農園区画を25区画

を用意。 

平成21年度 （平成21年度見込み）

12,000千円

○新たな都市公園

（借地公園制度）

による農園付き

公園の整備 

 公園内に、有料の分区園（農園）

を整備し、市民に貸出。詳細につ

いては、今後、検討を進めていく。

平成22年度以降 ―
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